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序　　　　　文

国際協力事業団は、ミクロネシア連邦政府からの技術協力の要請を受け、漁業訓練計画を平成

12年 8月から実施してきました。

当事業団は、本計画の協力実績を把握し協力効果の評価を行うとともに、今後、日本及びミク

ロネシア連邦双方がとるべき措置を両国政府に勧告することを目的として、平成15年 1月 28日～

2月 14日にかけて、当事業団　森林・自然環境協力部計画課長 須藤 和男を団長とする終了時評

価調査団を派遣しました。調査団は、ミクロネシア連邦関係者と共同で本計画の評価を行うとと

もに、プロジェクトサイトでの現地調査を実施し、プロジェクトの運営や事業内容等の検討を行

い、成果を確認し、今般、本調査結果を報告書にまとめました。

この報告書が今後の協力に更なる発展のための指針となるとともに、本計画によって達成され

た成果が同国の発展に貢献することを期待します。

終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表しま

す。

平成 15年 8月

国際協力事業団

理事 鈴木　信毅



プロジェクト・サイト位置図

FMI

ミクロネシア漁業・海事訓練学校

FMI



ヤップ漁業公社所有の船舶3隻及び漁獲物の鰆（サワラ）
主に中国人乗組員により運行している。漁獲物は港に隣接する冷蔵施設にて撮影
FMIは左下の船舶を漁業実習のために借譲

ヤップ州船籍の定期連絡船
FMIの乗船実習での訓練生受入れに協力
している

ポンペイ州船籍のマグロ延縄船
インドネシア人船員のみで運行している
船である。船着き場は日本の援助により
整備されている

写　　真



FMI学生宿 東京水産大学より FMI に寄付さ
れたピンネス

FMI の設備及び資機材

・図書館
・エンジン等の整備施設
・消火訓練施設 1

・副教材
・船舶運航シミュレーター
・消火訓練施設 2

・無線実習室
・手製の延縄漁具
・手製の棒受け網漁具



C／ Pによるプロジェクト
活動の説明

FMI ニュースレター
広報のため関連機関に配布している
※外務省にて撮影

調査団員によるミニッツ案
作成の模様

ミニッツへの署名

合同調整委員会後
の集合写真
※COM本校にて

手前右より
COM本校校長
須藤　団長
外務省　事務次官
FMI　校長

中段右より
山本　団員
土居　団員
乾　　団員
佐藤　専門家

上段右より
小林　団員
川本　専門家
三田　専門家



略語 英語正式名称

BSS Basic Shipboard Safety

CFC Caroline Fisheries Corporation

CL5E Class 5 Engineer

CL5M Class 5 Master

CL6 Class 6 Master / Engineer with Advanced Fishing

Modules

COM College of Micronesia

DOTC&I Depatrment of Transportation, Communication and

Infrastructure

ESS Element of Shipboard Safety

FDAPIN Fisheries Development Assistance for the Pacific

Island and Nations

FMI Fisheries and Maritime Institute

FSM The Federated States of Micronesia

IMO International Maritime Organization

JTPA Job Training Partnership Act

MLFC Micronesia Longline Fishing Company

MMA Micronesia Maritime Authority

MMFA Micronesia Maritime Fisheries Academy

MPR Multi Purpose Rating

NFC National Fisheries Corporation

NORMA National Oceanic Resource Management Authority

PATS Ponape Agriculture & Trade School

PFC Pohnpei Fisheries Corporation

PFS Pacific Foods and Services Corporation

PIQFD Pacific Island Qualified Fishery Deckhand

PMA Pacific Missionary Aviation

RCL6 Restricted Class 6 Master/Engineer with Basic

Fishing Modules

SPC Secretariat of the Pacific Community

STCW International Convention on Standards of Training,

certification and Watchkeeping for Seafares

WASC Western Association of Schools and Colleges

YFA Yap Fisheries Authority

YFTI Yap Fresh Tuna Inc.

WKR Watch Keeping Rating

略語一覧
日本語名称

基礎船舶安全訓練

カロライン漁業会社

5級海技士（機関）

5級海技士（航海）

6 級海技士（航海・機

関）

ミクロネシア短期大学

運輸通信インフラ省

初等船舶安全訓練

大洋州島嶼国に対する

水産開発援助

ミクロネシア漁業・海

事専門学校

ミクロネシア連邦

国連海事機関

職業訓練のための奨学

金管理団体

ミクロネシア海事局

ミクロネシア海事局水

産アカデミー

汎用船員

国営漁業公社

海洋資源管理局

ポナベ農業職業高校

太平洋州有資格漁船員

太平洋伝道航空

限定 6級海技士（航海＋

機関）＋基礎漁業コース

太平洋連合事務局

STCW条約

ヤップ漁業公社

ヤップフレッシュツナ社

当直船員のための授業

補足説明

OFCF の事業名称、1991 ～

1994年MMFAに冠講座を開設

していた。また、1993年から

3年間コース教官（延縄、巻網、

日本語）を派遣していた。

1999年8月19日COMとのMOU

締結により設立された。旧

MMFAである。

奨学金を出す機関

1990年開講、1997年閉校。COM

分校が運営。元私立校だった

宗教団体

米国に本部を置く高等教育協

会。（米国が予算の一部を拠出

しているため）5 年ごとに

COM運営の検査を実施。

州政府機関



I. 案件の概要
国名：ミクロネシア連邦 案件名：ミクロネシア漁業訓練計画
分野：水　産 援助形態：プロジェクト方式技術協力
所管部署：森林・自然環境協力部水産環境協力課 評価時協力金額：　4億円
協力期間： 先方関係機関：ミクロネシア短期大学（COM）
　2000年 8月 1日～ 2003年 7月 31日 　　　　　　　ミクロネシア漁業・海事専門学校（FMI）
　（R／D）2000年 3月 2日 日本側協力機関：農林水産省（水産庁）
1. 協力の背景と概要

ミクロネシア連邦は1986年の独立以降、米国との自由連合協定によりコンパクトマネーと呼ばれる資金援
助を受けている。現在、同国政府の財政収入のうち、コンパクトマネーの占める割合は、およそ 7割に達し
ているが、米国との協定が 2001年には終了となるため、国家として自立を図るためにも米国からの資金援助
に変わる代替財源を確保することが急務となっている（※現在コンパクトマネー IIとして継続されることが決
定されている）。広大な海域に散在する小さな島々からなる同国は、もともと天然資源に乏しく、島嶼国とい
う地理的な条件からも産業の育成が困難な状況にあり、水産業は現実的な発展可能性を有した数少ない産業
分野の一つであるといえる。同国政府は、水産業育成の重要性を早くから認識しており、漁業公社を設立す
るなど商業漁業（特にマグロ漁業）の振興に力を注いでいる。しかしながら、現在同国におけるマグロ漁業は
入漁方式による外国船の操業が中心であり、自立的なマグロ漁船の運用（乗組員の自国民化）は遅々として進
んでいない状況にある。こうした背景のなかで、ミクロネシア連邦は、自国の漁業訓練機関のレベルの底上
げを図り、ミクロネシア人の雇用を促進するため、漁業訓練に関するプロジェクト方式技術協力を要請して
きた。これを受けて、当事業団は本協力を実施することとし、2000年 8月から 3年間の協力を開始している。

2. 協力内容
（1）上位目標

水産分野の人材が育成される。
（2）プロジェクト目標

ミクロネシア漁業・海事専門学校（FMI）の漁業・航海・漁船機関分野の訓練システムが整備される。
（3）成　果

1）FMIの訓練資機材が整備される。
2）FMIのカリキュラムが整備される。
3）FMIの訓練資材が整備される。
4）FMIの教官が育成される。
5）FMIの運営体制が確立される。

（4）終了時評価時点での投入
日本側：
　長期専門家派遣 4名　　　　機材供与 1億 700万円
　短期専門家派遣 7名　　　　現地業務費 2,400万円
　研修員受入れ 8名
相手国側：
　カウンターパート配置 12名
　土地・施設提供　　　　ミクロネシア漁業・海事専門学校訓練施設
　ローカルコスト負担　　2億 300万円

II. 終了時評価調査団の概要
調査者 （1）日本側

・総括／団長　　須藤　和男 国際協力事業団森林・自然環境協力部計画課課長
・漁業・航海　　乾　　栄一 元　水産大学校耕洋丸船長
・水産行政　　　山本　竜太郎 水産庁　漁港漁場整備部計画課課長補佐
・計画評価　　　小林　龍太郎 国際協力事業団森林・自然環境協力部

水産環境協力課職員
・評価分析　　　土居　正典 インテムコンサルティング株式会社

（2）ミクロネシア連邦側
・Mr.Sebastian Anefal Secretary the Department of Economic Affairs
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・Mr.Lorin Robert Deputy Secretary The Department of Foreign Affairs
・Mr.Weiner Haddley Assistant Secretary The Department of Transportation Communication &

Infrastructure
・Mr. Joe Habuchimai Lieutenant Governor Yap State
・Mr. Valentin Martinn Marine Resources Conservation and Management Officer The Department

of Economic and Affairs
・Dr. Michael Tatum President College of Micronesia-Federated States of Micronesia

調査期間 2003年 1月 28日～ 2月 14日 調査種類：終了時評価

III. 終了時評価結果の概要
1. 評価結果の要約
（1）妥当性

ミクロネシア連邦の水産政策は、水産分野における人的資源開発の方向性を示しており、本プロジェク
トの上位目標は同国政府の方針と一致している。また、同国政府が国内法として制定している STCW条約
98の船員訓練システムの確立という目標と一致している。
ミクロネシア漁業・海事専門学校は国内で唯一の海事分野訓練機関であり、国家漁業政策の実現に貢献

することが期待されている。ミクロネシア連邦に対する JICAの協力計画において、漁業及び海事分野の開
発には高い優先順位が与えられており、本プロジェクトは我が国の協力方針と一致している。カウンター
パート（C／ P）や漁業・海事分野の関係者は、日本の技術の比較優位を認知している。
以上のような調査結果から、本プロジェクトの妥当性は高いと評価された。

（2）有効性
漁業・海事専門学校の訓練システム開発、C／ Pインストラクターの訓練・実習に対する運営能力の向

上が適切に行われた。また、開発されたコースカリキュラム、教科書やマニュアル及び訓練機材等が学生
に適するものであった。これらを考えると有効性は高い。
本プロジェクトの施設や訓練機材は、一部を除き適切に活用されている。組織の運営面でも、漁業・海

事専門学校の努力により、学生や卒業生の乗船履歴取得の機会が増えている。これらから、プロジェクト
の活動、成果は有効にその目標達成に結びついていると評価できる。

（3）効率性
日本及び ミクロネシア連邦側双方からの一連の投入は、適切かつ効率的にプロジェクトの成果に結びつ

いている。
各種投入のタイミング、日本でのC／P研修の内容、機材の投入内容とそれをC／Pが活用する能力、専

門家の専門性と能力などは適切であったと評価できる。

（4）インパクト
定量的な評価は時期早尚であるが、プロジェクトはある程度まで上位目標の達成に貢献しており、水産

分野の人材は育成されつつある。
ヤップ州の地元漁民を対象とした船外機ワークショップ（2回開催、今後も順次開催を予定）は好評を期

し、プラスのインパクトの一つとして評価された。また、漁業・海事専門学校の消火訓練施設を用いて実
施された2002年 8月のミクロネシア連邦－パラオ合同消火救助訓練もプラスのインパクトの一つであった。
一方、環境や地域社会に対する明確なマイナスのインパクトは見られなかった。

（5）自立発展性
漁業・海事専門学校の組織制度的な位置づけは、STCW条約 98（国内法）、ミクロネシア連邦政府とミク

ロネシア短期大学（COM）の覚書などにより確認することができる。また、運営予算も極端な資金不足はな
く、漁業・海事専門学校の活動は良好に継続できるものと思われる。
クラス 5コースの開催については、C／ Pインストラクターの自信不足による多少の不安もみられるが、

教育能力は向上している。また、現カウンターパートは全員漁業・海事専門学校で継続して勤務する意志
をもっており、今後もインストラクター助手（契約職員）の雇用による人員増強を計画している。
以上より、漁業・海事専門学校は本プロジェクトの終了後も一定の自立発展性を保持していると評価さ

れる。



2. 効果発現に貢献した要因
（1）計画内容に関すること
・ミクロネシア連邦の政策等に沿ったプロジェクト計画により、短期間のうちに学校運営が起動に乗った。
・地域漁民のニーズに合ったワークショップの開催により、沿岸漁民の知識・技術が向上した。

（2）実施プロセスに関すること
・生徒の能力に合わせたコース設定を行った結果、退学者も少なく、卒業生は着実な能力を身につけるこ
とができるようになった。

3. 問題点及び問題を引き起こした要因
（1）計画内容に関すること
・計画当初、対象を漁業従事者とするか船舶船員とするかがあいまいであったことにより、プロジェクト
関係者に認識の齟齬が生じた。

（2）実施プロセスに関すること
・担当本部とプロジェクトの連絡調整の不足により、プロジェクト関係者に認識の齟齬が生じた。
・台風による練習船の破損により、船を使った実習カリキュラムの設定に苦労した。

4. 結　論
2000 年のプロジェクト開始から、カウンターパートによる初等船舶安全訓練（ESS）／基礎船舶安全訓練

（BSS）（安全航海のためのコース）、クラス 6（クラス5前段階のコース）及び汎用船員のための授業（MPR）（既
存船員を対象としたコース）の質は着実に進歩した。一方、プロジェクト目標を十分に達成させるためには、
2003年 7月のプロジェクト終了までに、クラス 5開講に対しての一層の努力が必要である。
地域漁民に対する講習会は上述のコースの一部として行われた。この講習会はカウンターパートの教育能

力を向上させることのみならず、漁民への能力向上に大きく貢献した。この結果は、水産分野の人材育成と
いった面でプロジェクトのプラスのインパクトとしてとらえられた。

5. 提　言
（1）2003年 7月のプロジェクト終了まで、クラス 5の訓練カリキュラム及び教材の作成に対して、一層の努
力が望まれる。この作業を通じて、漁業・海事専門学校のカウンターパートに、クラス 5の授業を行うに
あたっての自信がつくものと考えられる。

（2）プロジェクト目標は期間内にほぼ達成されると思われるが、漁業・海事専門学校が水産分野の人材育成
に一層貢献するためには、さらに漁業分野、及びクラス 5に対する技術協力の実施が望まれる。

（3）各種、訓練コース運営に必要な予算を得るために漁業・海事専門学校とミクロネシア短期大学は一層努
力する必要がある。また、両機関は漁業・海事専門学校の円滑な予算執行のために、効率的な手続きを確
立する必要がある。

（4）現地漁民へ船外機、漁業／航海の講習会は、漁民の技術的ニーズに合致しており、非常に有効な活動で
ある。これらの講習を定期的に行うことが望ましい。

（5）ミクロネシア連邦STCW条約 98にのっとった海技免状の発給システムが早急に整備されることが望まし
い。

（6）正規の船員として登録されるためには、一定期間、乗船実習を行う必要がある。乗船実習を行うために
適切な船舶を常に確保する必要がある。

（7）訓練資機材を適切に管理するためには、管理帳簿を作成し、責任者を明確にする必要がある。

6. 教　訓
（1）本プロジェクトでは計画時点から、漁船員（漁師）養成、一般船舶船員（航海士）養成のどちらを重点的に
行うかがあいまいであった。両者に対する投入は共通する部分もあるが、相違点も大きい。
プロジェクトでは双方の養成を対象として活動してきたが、結果、活動の詳細に関する日本の支援体制

側とプロジェクト側との間での共通認識を得るのに時間を要した。
どちらを対象にするべきかに関してはプロジェクト開始前に明確にするべきであった。

（2）上述の内容も含め、重要な連絡が関係者に伝わっていないという事実が散見された。プロジェクト、事
務所及び本部間の連絡体制、本部と国内支援委員会との連絡体制を強化するべきであった。

（3）当プロジェクトによって作成された、船員養成のための教科書、指導要領等は STCW条約に即して作ら
れたということもあり、類似分野の協力においても汎用性が高いと考えられる。したがって、これらを JICA
内各スキームで有効活用することが望ましい。
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第 1章　終了時評価の概要

1－1 調査団派遣の経緯と目的

本調査は、プロジェクトが 2003年 7月 31日をもって終了するに先立ち、活動実績、目標達成度

等の評価を目的として実施した。

評価はミクロネシア連邦側と合同で行い、JICA事業評価ガイドラインに沿って実施した。また、

当初計画に対する双方の活動実績、目標達成度等を把握し、評価 5項目により評価を行った。併

せて、評価結果を基に、協力期間終了までの対処方針について協議し提言した。最終的に、終了

時評価調査結果をミクロネシア連邦側と合同評価報告書にまとめ、合意結果に基づきミニッツの

署名を行った。

1－2 調査団の構成と調査期間

調査団の構成は以下のとおり。

担当分野 氏　　名 所　　属

総括／団長 須藤　和男　 国際協力事業団森林・自然環境協力部計画課課長

漁業・航海 乾　　栄一　 元　水産大学校耕洋丸船長

水 産 行 政 山本　竜太郎 水産庁漁港漁場整備部計画課課長補佐

計 画 評 価 小林　龍太郎 国際協力事業団森林・自然環境協力部水産環境協力課職員

評 価 分 析 土居　正典　 インテムコンサルティング株式会社

1－3 対象プロジェクトの概要

ミクロネシア連邦は 1986年の独立以降、米国との自由連合協定によりコンパクトマネーと呼ば

れる資金援助を受けている。現在、同国政府の財政収入のうち、コンパクトマネーの占める割合

はおよそ7割に達しているが、米国との協定が2001年には終了となるため、国家として自立を図

るためにも米国からの資金援助に変わる代替財源を確保することが急務となっている（※現在コン

パクトマネー IIとして継続されることが決定されている）。広大な海域に散在する小さな島々から

なる同国は、もともと天然資源に乏しく、島嶼国という地理的な条件からも産業の育成が困難な

状況にあり、水産業は現実的な発展可能性を有した数少ない産業分野の一つであるといえる。同

国政府は、水産業育成の重要性を早くから認識しており、漁業公社を設立するなど商業漁業（特に

マグロ漁業）の振興に力を注いでいる。しかしながら、現在同国におけるマグロ漁業は、入漁方式

による外国船の操業が中心であり、自立的なマグロ漁船の運用（乗組員の自国民化）は遅々として

進んでいない状況にある。こうした背景のなかで、ミクロネシア連邦は、自国の漁業訓練機関の

レベルの底上げを図り、ミクロネシア人の雇用を促進するため、漁業訓練に関するプロジェクト

方式技術協力を要請してきた。これを受けて、当事業団は本協力を実施することとし、2000年 8月
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から 3年間の協力を開始している。

現在、長期専門家 4名（リーダー、業務調整、漁業・航海、漁船機関）が派遣されている。

協力内容は以下のとおりである。

〈プロジェクト目標〉

ミクロネシア漁業・海事専門学校（FMI）の漁業・航海・漁船機関分野の訓練システムが整備

される。

〈期待される成果〉

1）　FMIの訓練資機材が整備される。

2）　FMIのカリキュラムが整備される。

3）　FMIの訓練教材が整備される。

4）　FMIの教官が育成される。

5）　FMIの運営体制が確立される。

〈協力活動内容〉

1-1.　施設・機材のリストを作成する。

1-2.　機材の運転・維持管理を行う。

2-1.　カリキュラムの内容・水準を決める。

2-2.　訓練プログラムを作成する。

2-3.　訓練プログラムの試行・修正を行う。

3-1.　教材の内容・水準を決める。

3-2.　教材を製作する。

3-3.　教材の試行・修正を行う。

4-1.　セミナーを実施する。

4-2.　個別指導を実施する。

4-3.　研修を実施する。

4-4.　模範授業を実施する。

5-1.　組織機構を整備する。

5-2.　モニタリングを実施する。



- 3 -

第 2章　終了時評価の方法

本評価調査は JICA事業評価ガイドラインにのっとり、プロジェクト・デザイン・マトリックス

（Project Design Matrix：PDM）に基づく計画達成度の確認と、評価 5項目（妥当性、有効性、効率

性、インパクト、自立発展性）による分析・評価を行うものである。評価 5項目の概要は次のとお

りである。

（1）妥当性

長期の目標である上位目標が被援助国の開発政策と一貫性をもっているかどうか、プロ

ジェクト目標が被援助国のニーズに合致しているかどうか、そしてプロジェクト目標が日本

の協力政策と合致しているかどうか、に関する検証を行う。

（2）有効性

プロジェクト目標が達成されたかどうか、そしてプロジェクト・デザインがプロジェクト

目標を達成するために有効であったかどうか、に関する検証を行う。

（3）効率性

プロジェクト投入の適否について、投入のタイミング、コスト及び投入から生み出された

成果などに着目して検証する。

（4）インパクト

プロジェクトの実施によって生じた直接的、間接的なインパクトについて、プラスとマイ

ナス両側面から検証する。

（5）自立発展性

政策、法制度、技術力、運営予算、社会・文化といった多面的な視点からプロジェクト終

了後においても便益が持続されるような自立発展の可能性や潜在能力について検証する。

本評価調査の全体フローは図 2－ 1に示すとおりである。
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国内事前作業

3）調査内容の整理

1）既存資料の整理・分析

2）評価用PDM（PDMe）案の
 作成

現地調査

3）ポンペイ州での追加調査

5）ミニッツ署名

4）合同調整委員会へ説明・合意

2）ヤップ州での合同評価調査

1）ヤップ州での先行調査

国内解析

終了時評価調査報告書
の取りまとめ

図 2－ 1　評価調査全体フロー

2－1 国内事前準備

（1）既存資料の整理分析

本プロジェクトに関する下記調査団の報告書及びこれまでのプロジェクト側の活動報告書

などについて整理分析を行い、現地調査項目の検討を行った。

調査団 派遣時期

事前調査 1998年 1月 14日　～　同年 1月 30日

短期調査（1） 1998年10月 20日　～　同年 11月 1日

短期調査（2） 1999年 4月 3日　～　同年 4月 25日

短期調査（3） 1999年10月 19日　～　同年 11月 24日

実施協議調査 2000年 2月 22日　～　同年 3月 6日

運営指導（計画打合せ）調査 2001年 2月 6日　～　同年 2月 16日

運営指導（中間評価）調査 2002年 3月 5日　～　同年 3月 15日

（2）評価用 PDM（PDMe）案の作成

既存資料を整理し、評価に使用するPDMすなわちPDMe（PDM for evaluation）案を作成した。

ここで実施協議時からの PDM修正の経緯を整理して示すと付属資料 5のようになる。

2000年 5月の実施協議時には PDMという表形式ではなく、プロジェクト要約部分をマス

タープランとしてミニッツに取りまとめている。その後、2001年 2月の計画打合せ時におい

て、プロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：PCM）ワークショッ

プが開催され、その結果を踏まえて PDMが作成された。この PDMは 2002年 3月の中間評価
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調査においても基本的に変更は行われていない。

今回評価調査用に作成した PDMeは付属資料 3（英文）及び付属資料 4（和訳）に示すとおり

であり、若干の語句の修正はあるが、内容的に実施協議時及び中間評価時の PDMと同じであ

る。

（3）調査内容の整理

PDMe案に基づき、計画達成度評価表（達成度グリッド：Accomplishment Grid）及び 5項目評

価調査表（評価グリッド：Evaluation Grid）による調査項目及び現地調査における質問票案を作

成し、調査内容の確認・整理を行った。

2－2 現地調査

（1）ヤップ州での先行調査

現地調査の前半では、評価分析担当団員によるヤップ州での先行調査が実施された。先行

調査では専門家及びカウンターパート（C／ P）に評価手法、手順の説明・確認を行うととも

に、関係者に対するアンケート調査及びインタビュー調査を実施した。また、評価の裏づけ

となる追加資料収集を実施するとともに、FMIの施設・機材の使用状況について確認した。

アンケート調査はJICA長期派遣専門家（計4名）及びC／P（計11名）に対して実施した。調

査票の回収率は 100％であった。学生及び卒業生に対するアンケート調査も予定していたが、

現地調査時に訓練コースは開講されておらず、ヤップ州本島でコンタクトできた卒業生計

7名について限定的に実施した。

インタビュー調査は専門家、主要C／ P（主に FMI校長）のほか、ヤップ州政府関係者、ミ

クロネシア短期大学（COM）ヤップキャンパス校長などに対して実施した。

（2）合同評価調査

日本側、ミクロネシア連邦側双方の評価団が合同で現地調査を実施した。合同調査はプロ

ジェクト側からの成果報告、及び上記先行調査結果を受けて、合同評価団とプロジェクト側

との質疑応答形式で行われた。これらの調査結果は、達成度グリッド及び評価グリッドとし

て整理した。さらに、ミニッツの原案について合同調査団で協議を行い、その骨子を固めた。

（3）ポンペイ州での追加調査

在ミクロネシア日本大使館、JICAミクロネシア事務所、ミクロネシア連邦政府本省、COM

本校、漁業関連企業などを訪問し、追加情報収集を行った。
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（4）合同調整委員会へ説明・合意

評価調査結果をミニッツ案として取りまとめ、合同調整委員会に報告し、合意を得た。

（5）ミニッツ署名

日本、ミクロネシア連邦両国の評価団長により、評価結果に関するミニッツの署名が行わ

れた。

2－3 国内解析

調査結果を整理・分析し、終了時評価報告書を取りまとめた。
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第 3章　分野別調査

3－1 漁業・航海・漁船機関調査分野

3－ 1－ 1 これまでの経過

プロジェクト開始当初の状況との比較を行う。

（1）施設の整備状況

今回は十分に施設を巡回する機会が少なく、教室や職員室をはじめ、航海機関の実習場

や倉庫等と新しくできた訓練等を視察するのみにとどまったが、雨漏りの修繕も中断状態

だった 2年前の様相とは打って変わり、雑然と積み上げられた漁具や、乱雑に漁労機材の

置かれた倉庫の面影はなく、いずれも整然と片付けられていた。

教室だけが、何とか使える状態だった当時の施設整備状況を考えると、教材や器具機材

が見違えるほど整備され、学校らしい環境づくりがなされていた。

（2）C／ Pのやる気と資質の向上

前回は話しかけても逃げるような仕草を見せていたC／ Pたちも、今回は積極的に笑顔

を見せて一寸した質問にも答えてくれるようになった。

自分の職務に自信がもてたのか、オーバーヘッドプロジェクター（OHP）を前にして授業

内容を説明する姿勢にも、指導者としての風格が、少なからず備わってきたように感じた。

3－ 1－ 2 成果の達成状況

（1）プロジェクトの進捗状況

1） C／ Pへの技術移転状況

a） 漁業航海分野

① 教科書の読み合わせやスライドなどの副教材の開発指導をしていた。

② 試験問題作成指導などの訓練コース運営に関する指導をしていた。

③ 訓練漁具の作成や訓練機材（レーダーや無線装置）の運用法指導をしていた。C／P

は独自にこれらの訓練機材を活用できるレベルまで技術移転が進んでおり、実習種

類ごとに訓練マニュアルの整備に努め、訓練品質の向上と体系化が進められていた。

b） 機関分野

教科書の理解度向上や副教材作成指導のほか、ディーゼル機関、冷凍装置、船外機

等の実習用訓練機材整備、及び機材の使用法指導を中心に活動していた。C／Pは訓練

資機材の活用について熟知していた。
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2） 5級海技士のための授業（CL5）の開講

プロジェクト目標達成の指標の一つであるCL5コース開講が、当初の計画から遅れて、

2003年 12月に実施される見込みであるが、この要因としては、次の点があげられる。

① 2年制導入による訓練スケジュールの変更

FMIでは、生徒が奨学金受給対象になることによる学校運営の安定化と、教育訓練

の体系化、及び生徒の利便性向上を図るために、2003年夏以降、ミクロネシア連邦の

新学期開始時期に合わせて、2年制短期大学制度の導入を決定した。この訓練計画変更

により、FMIは中間評価の時点では2003年7月に開講を予定していたCL5コースを、2年

制訓練コースの一部として組み込み、CL5コースの開講を2003年 12月に実施する計画

に変更した。

② 生徒の学力不足による訓練期間の延長

本プロジェクトの発足当時、FMIではミクロネシア連邦の国策として、航海機関分

野の訓練に、太平洋連合事務局（SPC）モジュールの導入を決定していた。同モジュー

ルには標準訓練時間が示されており、当初はこの訓練時間を基準に、訓練カリキュラ

ムを作成していた。しかしながら生徒の基礎学力（英語・数学・物理等）が想定した以

上に低く、生徒の 8割以上が合格できるようなカリキュラムを組むためには、SPC標

準時間の2～ 3倍の訓練時間を確保する必要があることが徐々に判明してきた。そのた

めに、初等船舶安全訓練（ESS）／基礎船舶安全訓練（BSS）から 6級海技士のための授

業（CL6）まで段階的に開講してきたコースの訓練所要時間を延長する必要があった。

二次的にではあるが、これもCL5の開講時間が遅れる要因となった。

③ C／ Pの教授経験不足

FMIの教官であるC／Pのほとんどが、船舶船員としての乗船経験はあるものの、教

官としての実務経験はもっていなかった。そのために、漁業・航海に関する専門知識

の教授法の修得と教材の準備などに多くの時間を要する結果となり、CL5開講時期が

遅れる二次的要因となった。

上述のとおり、プロジェクト目標の指標の一つであるCL5開講を、プロジェクト期間中

に実現できない見込みであるが、プロジェクトの残りの期間で、専門家とC／ Pが協力し

てCL5の開講に向けた準備が着々と進められていることが確認された。様々な阻害要因の

なか、限られたプロジェクト期間のなかでなし得た活動として、本プロジェクト活動の計

画達成度は満足できるレベルと評価する。
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（2）乗船実習の現状と見通し

既存船員の再教育ならば乗船実習の問題を考慮に入れる必要はないが、海技資格を取得

するために入学した新入生の乗船実習となると、座学修了に合わせて適当な船を捜すこと

は困難である。今回 FMIで導入しようとしている 2年制の学校にすると、年間のカリキュ

ラムを制定することができて学生の乗船期間が定められる、そうすると、学生を集中して

乗船実習させることができるので、その期間に実習船をチャーターすれば乗船実習の問題

を一気に解決することができるのではないかという構想であろう。ヤップ漁業公社（YFA

※州政府が運営）としては、FMIがヤップ州政府と協議して正式の契約をしてくれれば、漁

船自体は州政府のものでもあり、要請された漁船を一定期間傭船することは可能であると

の見解を示している。FMIの設立当時は、漁船の賃貸に関してYFAと直接に交渉していた

ので実現できなかった。一方、現時点でもFMIと州政府間で正式な交渉はなされてはいな

いが、年間を通じて定まった期間の傭船になれば、従来よりも契約額は安くなるであろう。

（※本調査終了後、プロジェクト供与機材としてFMIに練習船が供与されることが決定し

た。そのため、乗船実習に関する状況は将来的には改善の方向に向かうと考えられる）

3－ 1－ 3 プロジェクト終了までに残された課題と達成の見込み

（1）地域的なマイナス面

ヤップ島の風習として、家族制度の因習や階級制度の確執は他の地域よりも強く、学校

運営に支障を来す場合が多いように感じた。また、地理的にも交通の不便さがある。これ

らの要因があって、ヤップ州の人たちから海技資格取得者が増える可能性は少ないと思う

が、漁師としての高度な訓練は有効だろう。

（2）将来像

ミクロネシア連邦の訓練学校として、将来は短期大学へ昇格をめざしているが、海事や

水産に限らず幅広い分野に目を向け、管理運営面の基礎学力を身につけ、近隣諸国からも

応募者が集まるような学校になることが期待される。

（3）C／ Pの人事計画

永続的な学校運営をめざすのであるならば、教官人事のスムーズな流れが必要であり、

今後C／ Pを補充する場合には、年齢構成を考慮に入れて採用すべきである。教授技術の

伝承や、年齢層の違いによる新構想を期待するならば、今後はバランスのよい人員配置を

考えるべきである。
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（4）卒業生の同窓意識を高める（追跡調査をして就職状況を知る）

現在は卒業生の就職状況を正確に把握していないようだが、卒業生達が同窓意識を高め

互いに訓練校の存在を意識するような学校に育てあげれば、卒業生の追跡調査も容易に行

えるであろう。

（5）CL5の扱いと発展性

現在は CL5 の資格を習得しても現地でのリクルートは少ない。したがって生徒全員が

CL5を受講する必要はない。資格取得を必要とする生徒を対象にしてコースを実施すれば

よいのであるが、将来短期大学としての道を模索するのであれば、これに代わる目玉商品

を開発しなくてはならないだろう。

（6）ポンペイでの就職先（変化してきた）

FMIでは国営漁業公社（NFC）に一般船員の養成研修を依頼しているが、NFC側も FMIの

卒業生を喜んで受け入れる用意があるとの意志を示していた。また、その他の水産会社（ポ

ンペイ）の対応も随分とよい方向に変わってきたように感じた。

3－2 学校運営体制調査分野

3－ 2－ 1 これまでの経緯（活動の進捗状況）

FMIが設立されて以来、これまで、様々な角度から運営体制が整備されてきた。

（1）組織体制

FMIを運営管理する職員については、2000年 8月、校長、副校長の 2名体制で開講したの

ち、2000年に学生課長、2001年 12月に就職担当官が採用され、学校の組織体制の整備が図

られている。

なお、副校長については、2002年 6月に初代の副校長が辞任後、暫時空席であったが、

2003年 1月にヤップ出身者が採用されている。

（2）予　算

2000～ 2003年（会計年度）の予算及び執行額は、次のとおりである。執行額は、予算額内

で運営されている。また、FMIの予算については繰り越しできることとなっている。

会計年度 予算額 執行額

FY2000（1999-2000） US＄950,000 US＄456,000

FY2001（2000-2001） US＄944,000 US＄669,890

FY2002（2001-2002） US＄663,000 US＄572,000

FY2003（2002-2003） US＄662,400 －
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一方、予算の要求・執行については、本プロジェクトの運営指導（中間評価）調査団

（2002年 2月調査実施）からプロセスがスムーズではないと指摘されている。この点につい

ては、関係者の取り組みにより、公共料金の支払い、職員給料の支払い、消耗品の調達等

基礎的な事務処理が順調に行われるようになり、予算執行事務の処理については、次第に

改善されつつある。

（3）施設の整備

教室をはじめとする学校施設・設備については、消防訓練施設（2002年完成）、教室及び

事務所の改善（2003年）等を経て、現在までに整えられた。

（4）管理・運営システム

教育機関として組織体制の整備が図られるとともに、学校運営に必要となる以下の制度

等が、これまでに創設・導入され、FMIの運営の効率化が図られている。

［教職員の管理］

① 出勤簿による教職員の勤務状況の把握等による教職員の意識改革。

［学生管理］

② 訓練データの保存とその効率的な活用を図るため、学生訓練成績データベースの作

成。

③ 試験運用の客観性・公平性を確保するため、学科試験、口述試験の判定制度の適用。

［学生の意識向上］

④ 退船集合訓練の一環として訓練開始・終了時の点呼の実施。

⑤ 訓練に取り組む姿勢を向上させるため、学生による学内清掃活動の実施。

⑥ 訓練期間に精神的ゆとりをもたせるために、週 1回スポーツや地域への奉仕活動の

実施。

（5）乗船実習先の確保及び訓練生の就職支援

2001年 12月に就職担当官が採用され、訓練生の就職先の確保、乗船実習の機会を増やす

努力が払われているところである。

（6）プロジェクトの広報活動

2001年からニュースレターを作成し、国内外関係機関に配布するとともに、広報ビデオ

を製作し、テレビで放映することなどにより、FMIの活動を広報している。また、現在、イ

ンターネットホームページの作成を手掛けているところである。
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3－ 2－ 2 成果の達成状況

（1）組織体制

FMIを運営するために必要とされる管理部門と教育部門の教職員については、維持管理

職員2名のうち1名が欠員のままであるが、そのほかの教職員については採用・配置されて

いる。組織体制については、FMIを管理運営が可能な状況になっている。

（2）予　算

予算額については、運営経費を賄える程度に確保され、学校運営に必要な基礎的事務処

理ができるような状況にはなっているものの、依然として、予算要求・執行の事務処理に

ついて、必要以上に期間を要しているのではないかとの指摘があり、その効率化が求めら

れている。

（3）施　設

学校の施設・設備については、ほぼ整えられ、モジュラー単位制でのコース設定により

本プロジェクトを推進できるようになっている。

（4）管理・運営システム

学校としての管理・運営システムについては、制度・仕組みの面において整備されると

ともに、各教職員の職務態度は、プログラム開始時に比べて向上・改善されている。　こ

れにより、定型化したカリキュラムの運営、すなわちCL6までのカリキュラムの実施につ

いては、運営が可能な状況にある。一方、CL5の運営については、現時点までに実績がな

いことから、関係者の間に不安感があるところである。

（5）乗船実習先の確保及び訓練生の就職支援

乗船訓練については、2003年 1月現在までに、9隻の船舶において 55名が訓練中、ある

いは訓練を終了している状況であり、その実績は向上している。一方、卒業生 119名のう

ち、乗船訓練が必要な者は、まだ 55名いる状況である。

また、卒業生のうち、4名については、海運業に就職したことが確認されているものの、

ほかの卒業生については確認がとれていないところである。

（6）プロジェクトの広報活動

今回の調査期間に実施した水産関係会社（National Fisheries Corporation、Micronesia Longline

Fishing Corporation、Pohnpei Fisheries Corporation）における聞き取り調査では、FMIの活動に
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ついて、周知されていることが改めて確認されたところであり、ニュースレターや広報ビ

デオ等の効果により FMIの認知度については、一定の成果が得られていると考えられると

ころである。

3－ 2－ 3 プロジェクト終了までに残された課題と達成の見込み

（1）組織体制

プロジェクトを推進するために必要な組織体制については、これまでに整えられたとこ

ろであるが、今後は、更なる責任体制の明確化等を通じ、教職員の能力の向上が期待され

るところである。

また、学校運営は、草創期の段階から、今後、次第に維持運営段階に移行していくこと

となるので、現在、欠員となっている維持管理職員の確保について、十分な検討が必要で

ある。

（2）予　算

予算要求・執行の事務処理については、前述のように、効率化に向けて改善が求められ

ている。

このためには、COM本部とFMIとの関係改善が、一手法であると考えられる。この点に

ついては、今回の調査期間において、COM校長は改善の方向を言及しており期待されると

ころである。

（3）管理・運営システム

現時点までに運営実績がないCL5については、関係者の間に不安感があることから、開

講に向けた準備を、引き続き計画的に進めることが求められる。

これまで、CL6までのカリキュラムを運営してきた実績があることから、学校運営の基

礎技術については技術移転が図られたと考えられ、残された期間において、CL5の運営に

向けた運営体制の整備が図られるものと期待される。

ただし、FMIは 2003年 8月から 2年制の大学として運営されることとなっており、CL5に

ついては、その後に開講されることとなっている。

また、施設・機材の維持管理の能力については、残された期間内での向上が期待されて

いるところである。それは、これまで各カリキュラムの企画・導入を中心として技術移転

を実施してきており、恒常的な学校運営の観点における制度・仕組みづくりが十分に行わ

れてこなかったことによるものであり、今後は、長期的な学校運営への移行を視野に検討

が必要である。
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（4）乗船実習先の確保及び訓練生の就職支援

乗船実習を受けられない者がまだいることから、今度とも乗船実習先の確保に努めるこ

とが必要である。

なお、今回の調査において実施したNational Fisheries Corporation及びMicronesia Longline

Fishing Corporationにおける聞き取り調査では、マグロ延縄漁の漁業訓練を受けたミクロネ

シア人の人材が求められていることが改めて確認できた。FMIにおいては、これらを含む

水産関係業界・海運業界との関係を強化することにより、乗船実習先の確保及び訓練生の

就職支援が図られるものと考えられる。

（5）プロジェクトの広報活動

ホームページの完成等残された広報活動を引き続き推進することが必要である。また、

既存船員の教育については、おおむね終了したことから、今後は、漁業・海運業の未経験

者に対する訓練生の募集を行うことが必要となっている。この観点から、高校生を対象と

した広報活動も重要であると考えられ、今後の検討が期待されるところである。

3－ 2－ 4 その他（所感）

（1）FMIの機構改革

COMは、FMIを 2003年 8月から 2年制の大学として運営することとしている。

このことについて、FMIの運営の視点から検討すると、次のような利点があると考えら

れる。

① 既存船員の教育についてはおおむね終了したことから、漁業・海運業の未経験者に

対する訓練生募集を行うことが必要となっており、高校卒業者は今後の訓練候補者と

して期待されるところである。FMIが 2年制になると、アメリカの奨学金（The Western

Associaton of School and College） が受けられることから、高校卒業者の入学の増加、さ

らに優秀な新入生の確保が期待される。

② 訓練コースに開講時期については、高校卒業時期を開講時期とすれば、高校卒業者

は、FMIを進路としてとらえやすくなり、入学生の増加が期待できる。一方、モジュ

ラー制では、開始時期が不定期あるいは間欠的であることから、高校生にとって卒業

後の進路ととらえにくい。また、卒業の時期を跨ぐようなコース日程の設定は、高校

卒業者を訓練の対象者として受け入れづらくなる。

なお、2年制により、2つ以上のコースが同時に実施されるためには、教室・教官が不足

する可能性があることから、それに対する検討・改善が必要となる。
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（2）広い視点による学校運営

FMIにおいては、様々な訓練があり、必ずしも水産業や海運業にのみに関係するもので

ないものもあり、将来的には、対象者を広げた訓練や施設の有効活用は検討に値すると考

えられる。

例えば、消防訓練については、その訓練内容や施設に関して、警察やコーストガードが

関心を示していることから、COM校長からもその有効活用が望まれているところである。

（3）基礎学力問題

現在、退学者の多くは、語学力や数学の知識の不足によるところが多い。今後は、COM

との連携による、補講体制の構築も検討されるべきである。

（4）コース別の運営管理

航海・漁業部門と機関部門では、講義数に違いがある。現時点では、関係者の総合的な

取り組みにより、順調に運営がされているが、このことが学校運営に将来的に影響するも

のかどうかを検討しておくことも必要である。

その際、水産業界から漁業訓練に対する要望があることを踏まえた漁業訓練の充実・強

化、また、2年制への移行を踏まえた効率的な学校運営への改善について、その必要性も含

め、検討されることが必要である。
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第 4章　総合評価結果

4－1 現地調査結果（計画達成度）

4－ 1－ 1 現地調査結果（情報収集方法ごとの分析結果）

（1）アンケート調査結果

JICA専門家、C／ P及び卒業生へのアンケート調査結果については、達成度グリッド及

び評価グリッドの記述に適宜反映させた。

（2）インタビュー調査結果

インタビュー調査ではプロジェクトの妥当性、有効性について肯定的な意見が多く、こ

れらは評価グリッドに反映させた。インタビュー調査で得られた主な関連情報を次に整理

する。

1） ヤップ州政府のプロジェクト評価

知事並びに副知事から次のようなコメントを得た。州政府としてこれまでプロジェク

トを支援してきたので、今後もそのつもりである。プロジェクト内容、成果は妥当であ

ると考える。これまでのところ、学生と地元住民とのトラブルはない。

2） コンパクトマネーの継続について

ミクロネシア連邦は、米国からの無償援助（いわゆる、コンパクトマネー）の支援を受

けてきた。このコンパクトマネースキームは、2001年に終了し、現在は 2年間の残存期

間である（資金の提供は続けられている）。同スキームについては第 2フェーズの交渉が

行われているところであり、2003年 9月末までに、新スキーム（コンパクトマネー II）と

して米国政府と調印することが予定されている。

3） 奨学金支給の見通し

COM本校及びヤップ分校の学生のほぼ全員が米国政府の奨学金を受給している。した

がって、FMIの 2年制の正規コース学生にも同様の奨学金が支給されると思われる。

4） 船員の需要

ミクロネシア連邦船籍の商船船員はほぼ 100％ミクロネシア人であり、外国航路の船

舶を含め、海技免許取得者に対する安定した需要がある。

一方、マグロ延縄などの中・大規模漁船については、現在フィリピンやインドネシア

の船員が大半を占めている。これまで、ミクロネシア人の船員はこれらの漁船で働く意

志が低い、という見方もあったが、今回のインタビュー調査において徐々にではあるが、

ミクロネシア人漁船員の比率が高くなっている傾向がうかがえた。民間（公社）からは、
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ミクロネシア連邦船籍の漁船の大半は 200カイリ以内で操業する中小型船であり、CL6ま

での資格で十分対応可能であることから、CL6の船舶職員（士官）あるいはESS / BSSや当

直船員のための授業（WKR）などの基礎訓練と現場レベルの漁業技術を体得した一般漁船

員について強いニーズが示された。

（3）施設・機材の利用に関する調査結果

FMIの主要施設、機材の利用状況について、専門家及びC／ Pの説明により視察調査を

行い、投入の妥当性を確認した。

4－ 1－ 2 プロジェクトの実績

（1）上位目標

2003年 1月現在、FMI卒業生の延べ人数は253名に達している。実数では119名で、うち

63名はWKRで再教育を受けた既存船員であり、新規の卒業生は 56名となっている。

コースカリキュラムを終了した卒業生の雇用状態は、元の職場（船員）に戻る者、上級訓

練コースへの進学チャンスをにらみつつ一時的な職に就く者、乗船履歴を積む者など様々

であり、現時点で卒業生の就職率を正確に把握・検討することは困難である。

FMIの就職課では、2名の新卒業生が政府船舶の職員に、また、2名が政府職員として就

職したことを確認している。さらに、本調査において、ヤップ州及びポンペイ州で更に7名

が新たな職に就いていることを確認した。また、乗船履歴を積むため現在乗船中の卒業生

は13名である。新卒生の動向については、これらの数字がすべてではなく、正確な雇用状

況を把握するための更なる調査を実施する必要がある。

以上のように、現時点において上位目標の達成度を評価するのは尚早ではあるが、水産

分野における人材育成は、徐々に現実のものになっていると思われた。

（2）プロジェクト目標

2000年 8月から 2002年 12月にかけてプロジェクトが実施した訓練は ESS / BSSで 7コー

ス、6級海技士のための授業（RCL6）で 2コース、WKR /MPRで 3コース、CL6で 2コース

であった。「FMIの漁業・航海・舶用機関分野の訓練システムが整備される」というプロジェ

クト目標は、とりわけこのような訓練コースにおいて十分達成されている。

一方、CL5コースは、2003年 8月から新しく 2年制のコースを導入するという FMIの方

針のため、2003年 7月のプロジェクト終了時までにスタートさせることはできない見通し

である。この場合でも、プロジェクト終了時までにCL5コース用の訓練カリキュラムと教

材の準備は行われ、C／ Pインストラクターは養成される予定となっている。
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（3）成　果

1） 成果 1：「FMIにおける必要な訓練資機材が整備される」

訓練用の施設機材はプロジェクト期間を通じて整備された。機材の直接的な供与に加

えて、無線訓練システム、漁具、エンジンモデルなどいくつかの訓練機材がプロジェク

トによって開発されている。

2） 成果 2：「FMIの研修カリキュラムが整備され、提供される」

FMIでは SPCによって開発された訓練カリキュラムを地域事情に合わせて一部修正し

て用いている。また、漁業及び無線通信技術／Global Maritime Distress and Safety System：

GMDSSのカリキュラムに関してはC／ Pインストラクターと JICA専門家の連携により

新しく開発された。

3） 成果 3：「FMIの訓練教材が整備され、提供される」

漁業・航海に関しては、計6冊のオリジナル教科書、8冊の訓練マニュアル、12点のス

ライド教材（パワーポイント）及び漁具に関するモデル図面 3点が開発された。また、機

関に関しては、2冊のオリジナル教科書、5冊の訓練マニュアル、2点のスライド教材が

開発された。

これらにより、CL6コースまでの訓練教材はすべて整備されている。CL5コース用の

訓練教材は、機関についてはCL6との共通部分が多いため、プロジェクト終了時までに

ほぼすべて整備できる見通しである。漁業・航海に関しては新しく加わる科目が多いた

め、80％程度の完成度が見込まれている。

4） 成果 4：「FMIの教官が育成される」

C／Pインストラクターの指導能力は、本プロジェクトによって大きく改善された。当

初は経験がないため、学生の前で授業ができなかったり、実習の時間コントロールがで

きなかった。また、何人かはコンピューターを使うことができなかった。これらの状況

はプロジェクトを通じて改善され、現在では彼ら自身で基本的な授業計画を作成し、教

材を準備することができる。

漁業・航海分野のC／ Pインストラクターは、レーダーシミュレーターや無線訓練シ

ステムなど先進的な訓練機材を活用できるし、マグロ延縄、棒受網、底刺網といった漁

具の組み立てができる。

機関分野のC／ Pインストラクターは、エンジンカットモデルやOHP動画モデルを活

用した授業を行うことができる。

5） 成果 5：「FMIの運営体制が確立される」

FMIの運営管理体制は就職課長（Placement officer）や副校長など管理部門の事務官を強

化したことにより改善されてきた。管理面では JICA専門家の支援により、学生データ
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ベースの構築を進めるとともに、学生による施設の清掃や点呼などの規則が整備されて

いる。

（4）投　入

1） 日本側の投入

専門家派遣、機材供与及びC／ Pの研修受入れなど日本側の投入はPDMに沿って適切

に行われた。

2） ミクロネシア連邦側の投入

C／ Pの配置、施設と機材の提供及び運営コストの負担などミクロネシア連邦側の投

入は PDMどおりに行われた。

4－ 1－ 3 プロジェクトの実施プロセス

プロジェクト活動はプロジェクトの実施計画（PO）に沿って実施されており、その活動の内容

に変更はなかった。ただし、CL5コースの最初の開講は 2年制コースの導入に伴い、延期され

ることになっている。

この 2年制の正規コースの適用に関しては、プロジェクト終了後のFMIの方向性として、中

間評価後の 2002年 6月から 8月、C／ Pと JICA専門家の間で緊密なディスカッションがもたれ

た。その結果、政府の方針（学生の奨学金受給のため 2年制にするのが望ましい）、モジュール

方式での既存船員に対する再教育の達成度（達成されている）、高校側からの要請（コース開始

時期を高校卒業時に合わせてほしい）及びCOMの短大教育システムとの整合性などの観点から

妥当と判断された経緯がある。なお、2年制の正規コースと同時にこれまでのモジュール方式の

コースも併せて実施する予定である。

その他、プロジェクトの実施プロセスについて以下の点が確認された。

・プロジェクトの実績は 6か月間隔で定量的にモニタリングされており、2003年 1月時点で

計 4回報告されている。

・C／ Pと JICA 専門家は非常に協力的に活動しており、週1回全C／P及び JICA専門家が会

してスタッフミーティングを行っている。

・適切な数の有資格 JICA専門家が派遣され、それはC／ P側のニーズに合致するものであっ

た。

・日本の国内支援委員会の提言は効果的であった。また、合同調整委員会はよく機能した。

・実施機関COMでは、FMIの校長を含む分校長会議を年4回招集しており、そのオーナーシッ

プはプロジェクト運営において適正に反映されている。
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4－2 評価5項目による評価

4－ 2－ 1 妥当性

ミクロネシア連邦 の水産政策（1997年：最新）は水産分野における人的資源開発の方向性を示

している。そこでは、外国船籍の漁船においてミクロネシア連邦有資格船員数を増加すること

を目的に、世界水準のミクロネシア連邦漁業人材養成プログラムを推進することが強調されて

いる。この方針は現行の国家計画〔The FSM Planning Framework（1999-2002）〕においても同様で

ある。本プロジェクトの上位目標「水産分野の人材が育成される」はこれらミクロネシア連邦政

府の方針と一致している。

漁業及び海事分野における有能な船員の養成については、STCW条約98（ミクロネシア連邦国

内法）に準拠するうえから基本的なニーズがある。STCW条約（国際条約）を適用する国々は、①

国内法の改正・整備、②免許制度の更新及び、③船員訓練システムの確立、という 3つの主要

な義務を果たす必要がある。本プロジェクトはこれらのうち船員訓練システムの確立という目

標と一致している。

漁業、航海及び船舶機関に関し、FMIはミクロネシア連邦国内で唯一の訓練機関であり、国

家漁業政策の実現に貢献することが期待されている。したがって、FMIの機能と役割は一層強

化されることが予想されている。

ミクロネシア連邦に対する JICAの協力計画において、漁業及び海事分野の開発には高い優先

順位が与えられており、本プロジェクトは我が国の協力方針と一致している。C／ Pや漁業・海

事分野の関係者など本調査でインタビューした人々は、日本の技術の比較優位を認知していた。

以上のような調査結果から、本プロジェクトの妥当性は高いと評価された。

4－ 2－ 2 有効性

本プロジェクトを通じて、FMIの漁業、航海及び船舶機関の訓練システムが開発され、大き

く拡充されてきた。C／Pインストラクターは、訓練教材の作成に積極的に参加しており、その

課程で得られた知識や技能は学生の訓練・実習において効果的に使用されている。

本プロジェクトで開発されたコースカリキュラム、教科書やマニュアルの内容、及び訓練機

材は FMIの学生に適するものであった。

本プロジェクトでは、レーダーシミュレーション室、消火訓練施設、浮き桟橋及び訓練用の

漁具（マグロ延縄、底刺網及び棒受網など）などの施設や訓練機材の基本設計が行われた。これ

らは、適切な建設サイトをみつけることができなかった浮き桟橋を除き、建設されており、よ

く活用されている。

FMIの運営面では2001年 12月就職課長が着任し、学生や卒業生の乗船履歴の機会を増やすた

め、積極的に船舶オーナーと交渉しており、成果があがっている。



- 21 -

以上のような調査結果から、プロジェクトの活動、成果は有効にその目標達成に結びついて

いると評価された。

4－ 2－ 3 効率性

日本及びミクロネシア連邦側双方からの一連の投入は、適切かつ効率的にプロジェクトの成

果に結びついている。

投入のタイミングはC／ P、JICA 専門家ともに適切であったと評価している。C／ Pは、日

本で習得した技術を FMIの様々な訓練コースで学生を教えるために適用している。また、プロ

ジェクトで提供された機材や、以前の我が国援助機材を有効に活用するための知識と技能を体

得している。JICA 専門家の専門性と能力は適切であった。

4－ 2－ 4 インパクトの見込み

定量的に評価するには早すぎると思われるが、プロジェクトはある程度まで上位目標の達成

に貢献しており、水産分野の人材は育成されつつある。

プロジェクトでは、通常の訓練コース以外に、ヤップ州の地元漁民を対象とした船外機ワー

クショップをこれまで 2回開催し、計 27名の漁民を訓練している。今後、プロジェクト終了ま

でに、ヤップで2回、ポンペイで1回、プロジェクト活動の一環として同様のワークショップが

開催される予定である。これらのワークショップはPDM上はC／ Pインストラクターの能力向

上をねらった活動と位置づけられ、地元漁民は本プロジェクトのターゲットグループとはなっ

ていない。したがって、本評価調査では、これら漁民の知識や技術の改善は、プロジェクトの

インパクトの一つとして評価した。

プロジェクト開始から終了時評価まで実質的に2.5年しか経過していないこともあり、上位目

標に関するもの以外では具体的なインパクトは少ない。そのようななかで、FMIの消火訓練施

設を用いて実施された 2002年 8月のミクロネシア連邦－パラオ合同消火救助訓練はプラスのイ

ンパクトの一つとしてとらえることができる。この訓練はオーストラリアからの 2名の専門家

の支援を受けて FMIの C／ Pインストラクターによって実施されたものである。同様の訓練活

動は、米国の沿岸警備隊やミクロネシア連邦の国家警察でも計画されている。

環境や地域社会に対するマイナスのインパクトは皆無であった。

本プロジェクトでは FMI のカリキュラムや訓練活動の広報を支援するために、これまで

ニュースレター 4刷とプロモーションビデオ一編を製作し、ミクロネシア連邦国内の関係機関

や近隣諸国の JICA在外事務所などに配布している。これらの情報普及手段を通じて強化された

プロジェクト広報により、プロジェクトのインパクトは、様々な局面において順次発現するこ

とが期待される。
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4－ 2－ 5 自立発展性の見込み

COM-FMIのミクロネシア連邦における組織制度的な位置づけは STCW条約 98（国内法）及び

ミクロネシア連邦政府とCOMの覚書により確認することができる。FMIは漁業者及び商船乗組

員を含む船員候補に訓練コースを提供することを制度的に付託されているミクロネシア連邦で

唯一の機関である。

合同評価チームとして2000年度から2003年度のFMI予算の費目と支出状況、及びこれまでの

日本からのローカルコスト負担額を検証すると、JICA専門家による技術協力の成果を活用しな

がら、少なくとも近い将来においては極端な資金的な困難なく、FMIの活動はよい形で継続で

きるものと思われる。なお、2004年度の計画予算は現在連邦議会の承認手続きの段階である。

すべてのC／ Pインストラクターは本プロジェクト、特に JICA専門家との共同作業や日本で

のC／ P研修を通じて知識や教育能力が向上したと答えている。

CL5コースの開催についてはC／Pの間で自信のなさに起因する多少の不安がみられるが、プ

ロジェクトとしては、技術移転の観点から高い自立発展性を保持している。

現C／ Pは全員 FMIで継続して勤務する意志をもっている。FMIは既にその卒業生 1名をイ

ンストラクター助手（契約職員）として雇用しており、さらに、次期会計年度の予算を活用して、

さらに 1名の卒業生雇用を計画している。

以上より、FMIは本プロジェクトの終了後も一定の自立発展性を保持していると評価される。

4－ 2－ 6 阻害・貢献要因の総合的検証

（1）有効性に関するもの

プロジェクトの有効性に貢献した要因として、次のようなヤップ州政府のサポートがあ

げられる。

・当初 5年間の FMI土地代の支払い（年間約US＄2万）

・FMI学生の乗船実習及び卒業生の乗船履歴のためYFA所属漁船の使用許可

・労働者投資法令（WIA）を活用した離島部の学生に対する渡航費の補填

一方、2年制コースシステムの適用は、CL5コースの開始時期という観点からはマイナス

に働いた。CL5コースの開始は 2003年 12月に延期される予定である。

以下のような要件は、プロジェクトの有効性に関してマイナスに作用したが、プロジェ

クト側の努力で目標達成に直接的な影響は及ばなかった。

1） 現在のFMIの入学資格は「高卒あるいはそれ相当」となっており、実際には高校を卒業

していないものも多い。したがって、学生の能力は不均一であり、授業についてこれな

いものがいる。

2） 学生の能力不足などからFMIの訓練コース期間は SPCが示している標準訓練コース期
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間を大幅に上回っている。したがって、C／Pインストラクターや JICA専門家は訓練コー

スの実施に時間を取られ、カリキュラムや教科書の作成は、POに示されたスケジュール

より遅れがちであった。

3） 乗船履歴を積む学生や卒業生を受け入れてくれる船舶をみつけることが難しかった

（就職課長の努力などにより、改善しつつある）。

（2）効率性に関するもの

効率性に貢献した要因には、大きく次の 2つが指摘できる。

1） 過去の我が国援助プロジェクトで供与された施設・機材の活用

プロジェクト活動の一部には、海外漁業協力財団（OFCF）のプロジェクト（1993～1995年）

や水産無償（1993年）など過去の我が国の援助によって整備された施設や機材が活用され

ている。これらは FMIの前身であるミクロネシア海事局水産アカデミー（MMFA）に供与

されたものであった。

2） SPCの資格アップグレード訓練

SPC は STCW条約 95にのっとり、加盟国の既存海技免許保有者を対象とする資格アッ

プグレード訓練を行っている。ミクロネシア連邦については 2002年 1月から 3月にかけ

てSPCよりオーストラリア、ニュージーランド及びフィジーのインストラクター計11名

が FMIに派遣され、C／ Pインストラクター及びその他ミクロネシア連邦の免許保有者

を対象に、免許の更新あるいはアップグレードに必要な訓練が行われた。これらの活動

は訓練参加者の知識を向上、刷新するために有益であった。

一方、阻害要因として次のような 3点が認められた。

3） 学生の乗船実習船の破損

学生実習用の訓練ボートについては、前述のOFCFプロジェクトで供与されたカシオ

ペア号が使用されていた。しかしながら、同ボートは 2002年 3月 3日にヤップを襲った

台風Mitagによって損壊した。

現在、訓練ボートとしては、ヤップ漁業公社の 10t級漁船を 1日単位で借り上げて使用

している。しかしながら、これは本来漁船として使用されているものであり、FMI側の

コーススケジュールは、その利用可能時期に合わせて調整、あるいは再考しなければな

らず、訓練コースの効率的な実施という観点からは満足できる状況ではない。

4） 過去の我が国援助で育成されたC／ Pを雇用できなかったこと

上記のとおり、日本から本プロジェクト開始前に供与された機材の一部は利用された

が、当時MMFAに勤務していた技術スタッフで FMIに再雇用されたものはいなかった。

これはMMFAのプロジェクト終了から本プロジェクト開始まで約 3年経過しており、当
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時のスタッフは既に別の職に就いていたことによる。そのため、本プロジェクトは教職

経験が全くないC／ Pインストラクターの養成から開始されることになった。

5） 伝統的な行事や習慣

ヤップ州には伝統的な行事や習慣があり、時として業務の効率に影響を与えた。

（3）外部条件に関するもの

外部条件については、プロジェクト目標の外部条件の一つである「運輸通信インフラ省

（DOTC&I）の海技免状発行システムが更新される」以外は満足されている。DOTC&Iでは

FMI側と情報交換して、オーストラリアやニュージーランドの制度を参考に新免状発効シ

ステムの概要を詰める作業を行っている。DOTC&I の担当者に対する聞き取り調査では、

FMIが筆記試験を行って推薦し、DOTC&Iがその結果を基に、面接試験で最終審査する、と

いう方向で検討が進められているとのことであった。ただし、具体的な実施時期の見通し

については明らかにされなかった。

4－3 結　論

本プロジェクトを通じて、FMIの訓練機材は整備され、JICA専門家の技術指導や日本での研修

を通じてC／ Pインストラクターの能力向上が図られてきた。FMIの C／ Pインストラクターは

2000年に本プロジェクトを開始して以来、ESS / BSS、RCL6、CL6及びWKRの訓練コースの実施

に参画し、着実に技術能力を向上させている。2003年 7月のプロジェクト終了時までにCL5コー

スの準備について最大限の努力が払われるべきであるが、プロジェクト目標は満足すべき水準で

達成されたと評価できる。

また、通常の訓練コースとは別に地元漁民を対象としたワークショップが開催され、On-the-job

によるC／ Pインストラクターの教育能力の向上が図られただけでなく、漁民の知識や技能の向

上に直接的に貢献している。

現時点では上位目標の達成度やインパクトを評価するのは尚早ではあるが、本プロジェクトを

通じてミクロネシア連邦の水産分野における人材育成は、徐々に現実のものになっていると思わ

れた。

FMIは組織制度的に安定しており、予算、人材面からも自立発展できる見通しが高い。
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第 5章　総合評価結果

5－1 総　括

協力開始後、約2年半が経過したが、C／Pのリクルート、実習船の破損等の問題はあったもの

の、短期間にもかかわらず関係専門家及びFMI / COMの努力と協力により、技術移転は概して、順

調に実施されたと思われる。その結果、所期の成果は、プロジェクト終了までに、ほぼ達成され

る見通しである。

本プロジェクトが順調に進展し、初期の成果をほぼ、達成することができた主な理由として、次

のような要因が考えられる。

（1）専門家のC／ Pは親日的であり、両者間の人間関係が良好に保たれ、専門家の円滑な活動

に寄与した。

（2）FMIへの配分予算額や、今回の合同評価ミクロネシア連邦チームのメンバー構成からもう

かがえるが、ミクロネシア連邦政府は、本プロジェクトを重視し、支援してきた。

（3）COMの学長も本プロジェクトの運営に関し、積極的に支援してきた。

2000年のプロジェクト開始から、C／ Pによる ESS / BSS、RCL6、CL6及びMPR授業の質は着

実に向上した。クラス 5 以外の訓練コースについては、既にそれぞれ複数回実施されており、

C／ Pの教授能力も高まっており、彼らだけでの授業の実施に自信をもっている。また、座学及び

実習に必要な施設、資機材、教科書等も大体整備されており、訓練の実施にかかわる体系的なシ

ステムも整いつつある。このような実績も、2003年 8月からの 2年制コースの導入計画の構想の

際、評価されたと考えられる。一方、クラス 5に関するカリキュラム及び教材の開発については、

2003年 7月のプロジェクト終了までに、それらを準備するために専門家及びC／ Pの一層の努力

が必要である。

また、地域零細漁民を対象とした訓練は、好評であり、今後も漁民のニーズに合った訓練を各

地で積極的に行うことも、2年制コースの導入と併せて FMI側で検討すべきである。そのために

も、クラス 5だけでなく、漁業技術に関する専門家の支援がプロジェクト終了後に実施されるこ

とが望ましい。

また、将来、FMI / COMは同様の船員教育のニーズを有する関連の島嶼国からも生徒を受け入

れる可能性を検討しつつ、コースの整備・充実とともに、国内のみならず、周辺島嶼国に対して、

FMIの広報に努めることが望まれる。

5－2 提　言

（1）2003年 7月のプロジェクト終了まで、クラス 5の訓練カリキュラム及び教材の作成に対し、
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一層の努力が望まれる。この作業を通じて、FMIのC／Pに、クラス5の授業を行うにあたっ

ての自信がつくものと考えられる。

（2）プロジェクト目標は期間内にほぼ達成されると思われるが、FMIが水産分野の人材育成に

一層貢献するためには、さらに漁業分野、及びクラス 5に対する技術協力の実施が望まれる。

（3）各種、訓練コース運営に必要な予算を得るためにFMIと COMは一層努力する必要がある。

また、両機関は FMIの円滑な予算執行のために効率的な手続きを確立する必要がある。

（4）船外機講習及び現地漁民への講習会は、漁民の技術的ニーズに合致しており、非常に有効

な活動である。これらの講習を定期的に行うことが望ましい。

（5）ミクロネシア連邦STCW条約 98にのっとった海技免状の発給システムが早急に整備される

ことが望ましい。

（6）正規の船員として登録されるためには一定期間、乗船実習を行う必要がある。乗船実習を

行うために適切な船舶を常に確保する必要がある。

（7）訓練資機材を適切に管理するためには、管理帳簿を作成し、責任者を明確にする必要があ

る。

5－3 教　訓

（1）本プロジェクトでは計画時点から、漁業船員（漁師）養成、一般船舶船員（航海士）養成のど

ちらを重点的に行うかがあいまいであった。両者に対する投入は共通する部分もあるが、相

違点も大きい。具体的には、漁船員の養成であれば、ESS / BSSコース＋現場経験が主流とな

り、CL5水準の講義の必要性は低い。また、一般船舶船員養成のためには漁業訓練は不要で

あり、CL5あるいはそれ以上の講義が有効である。

結果的にプロジェクトでは、双方の養成を対象として活動してきたが、意志決定において、

異論を挟む余地が広がった。

どちらを対象にするべきかに関しては、プロジェクト開始前、中間評価後といった時期に

明確にするべきであった。

（2）上述の内容も含め、重要な連絡が関係者に伝わっていないという事実が散見された。プロ

ジェクト、事務所及び本部間の連絡体制、本部と国内支援委員会との連絡体制を強化するべ

きであった。

（3）当プロジェクトによって作成された、船員養成のための教科書、指導要領等は STCW条約

に即して作られたということもあり、類似分野の協力においても汎用性が高いと考えられる。

したがって、これらを JICA内各スキームで有効活用することが望ましい。
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1.　調査日程
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調査団日程

日順 月日 曜日 活　　動
フライト

宿泊都市
No.

1 1/28 火 移動（東京 10:00→グアム 14:30） JO941 グアム ←評価分析団員

2 1/29 水 移動（グアム 6:30→ヤップ 8:00） CO891 ヤップ ←評価分析団員

3 1/30 木 先行調査 　 ヤップ ←評価分析団員

4 1/31 金 先行調査 　 ヤップ ←評価分析団員

5 2/1 土 先行調査 　 ヤップ ←評価分析団員

6 2/2 日 先行調査 　 ヤップ ←評価分析団員

7 2/3 月 先行調査 　 ヤップ ←評価分析団員

8 2/4 火 移動（東京 10:00→グアム 14:30） JO941 グアム ←全団員

9 2/5 水 移動（グアム 6:30→ヤップ 8:00） CO891 ヤップ ←全団員

ヤップ州政府表敬

団内打合せ

ミクロネシア連邦側評価メンバーとの顔合わせ

10 2/6 木 プロジェクトからの活動説明 　 ヤップ ←全団員

C／ P、専門家へのインタビュー

11 2/7 金 評価結果の整理 　 ヤップ ←全団員

12 2/8 土 ミニッツ案の作成 　 ヤップ ←全団員

13 2/9 日 移動（ヤップ 1:40→グアム 5:30、グアム 19:40→ CO954、 ポンペイ ←全団員

　　　00:30ポンペイ） CO958

14 2/10 月 JICAミクロネシア事務所打合せ、在ミクロネシア日本 　 ポンペイ ←全団員

大使館・外務省・ミクロネシア短期大学（COM）表敬

15 2/11 火 海洋資源管理局（NORMA）、運輸省（DOTC&I）表敬 　 ポンペイ ←全団員

水産関連団体インタビュー

ミニッツ案作成

16 2/12 水 合同調整委員会 　 ポンペイ ←全団員

ミニッツ署名

JICAミクロネシア事務所、在ミクロネシア日本大使館報告

17 2/13 木 移動（ポンペイ 14:45→グアム 17:15） CO957 グアム ←全団員

18 2/14 金 移動（グアム 15:45→東京 18:25） CO942 　 ←全団員





2.　主要面談者
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主要面談者

（1）日本側

・安井　兵典 在ミクロネシア日本大使館参事官

・斎藤　　宏 JICAミクロネシア駐在員事務所長

・佐藤　　傅 プロジェクトチーフアドバイザー

・川田　晃弘 プロジェクト業務調整

・川本　太郎 プロジェクト専門家（漁業・航海分野）

・三田　輝男 プロジェクト専門家（漁船機関）

（2）FMI関係者

・Cap. Matthias J. Ewarmai Director  FMI

・Mr. Serpin Ilesiuyalo Assistant Director  FMI

・Mr. Augustino Sanemai Placement & Recruitment Officer  FMI

・Mr. Santus Sarongelfeg Registrar  FMI

・Mr. Benjamin James Instructor  FMI

・Mr. Tioti B. Teburea Instructor  FMI

・Mr. Patrick P. Peckalibe Instructor  FMI

・Mr. Alex M. Raiukhu Instructor  FMI

・Mr. Marcellino X. Jibemai Instructor  FMI

・Mr. Joseph D. Falmed Instructor  FMI

・Mr. Andres B. Hasugchog Assistant Instructor  FMI

（3）ヤップ州

・Mr. Vicent A. Figir Governor  Yap

・Hon. Joe Habuchimai Lieutenant Governor  Yap

・Mr. Larry Raigetal Chief   Workforce Enrichment

・Mr. Andy Tafileichig Chief  Marine Resources & Development

・Mr. Mike Efolmal Sea Transportation Office

・伊藤　　巖 JICAシニア海外ボランティア  Sea Transportation Office

・Mr. Theo Thinnifel Plant Manager  Yap Fresh Tuna Inc.

・Ms. Laurdes Roboman Director  Yap State Campus-COM
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（4）ポンペイ州

・Mr. Eugene R. Pangelinan NORMA

・Capt. Matthias R. Mangmog Marine Surveryor Manager  Marine Safety & Inspection Branch

DOTC&I

・Mr. Marion Henry Vice president  NFC（National Fisheries Co.）

・本間氏 海外漁業協力財団

・永田勇夫 MLFC（Micronesia Longline Fishing Co.）

・Mr. Bermance A. Aldis Marketing and Sales Representative　

PFC（Pohnpei Fisheries Corporation）

・Mr. Robert Maluweiranl PPA（Pohnpei Port Authority）



3.　PDMe英文









4.　PDMe和文









5.　PDM修正の経緯









6.　調査団ミニッツ（評価グリッド、合同調整委員会プログレスレポート）
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